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事業：地域包括支援センター運営事業                 

１．地域包括支援センター運営事業 

平成 23年度から、地域包括支援センターを民間委託で３箇所設置し、高齢者虐待予防、認知症高齢者支援、成年

後見制度普及啓発事業などを行った。 

細事業：地域包括支援センター運営事業                             

１．地域包括支援センター運営事業 

包括的支援事業として、介護予防事業のケアマネジメント、介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対する

総合的な相談・支援、被保険者に対する虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業、支援困難ケースの対応などケア

マネジャーへの支援を実施し、地域住民の心身の健康の保持と生活安定のために必要な援助を行い、保健医療の向

上・福祉の増進を包括的に支援した。 

〈委託先と担当地域〉 

包括名 担当小学校 

河内長野市東部地域包括支援センター 千代田、長野、川上 

河内長野市中部地域包括支援センター 三日市、南花台東・西、加賀田、石仏、

天見、美加の台 

河内長野市西部地域包括支援センター 楠、小山田、天野、高向 

（１）介護予防事業のケアマネジメント 

  把握された二次予防事業対象者に対して、面接、訪問によりアセスメントを行い、適切な介護予防教室を紹介

した。               アセスメント件数 ３０３件 

（２）総合相談支援事業［ケアマネジャーからの相談を除く］ 

  地域包括支援センターにおいて、高齢者が住み慣れた地域で安心し生活ができるよう、総合的な相談に応じ、

適切な保健・医療・福祉サービスの利用へ繋げるよう支援を行った。 
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（３）権利擁護事業［ケアマネジャーからの相談を含む］  （件） 

虐待相談件数 24 

成年後見制度等利用相談件数 16 

（４）ケアマネジャー支援         延 98件 

（５）要支援状態の高齢者を対象に、自立支援と目標指向型のサービス提供の推進を目的としたケアプランの作成

等、介護予防マネジメントを行った。 

（介護予防サービス計画作成延件数）                            （件） 

 包括作成プラン 内委託作成プラン 

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 東部 中部 西部 東部 中部 西部 

平成２４年度 ( H 2 4 . 3～ H 2 5 . 2  ) 3,718 3,264 3,354 2,472 2,085 1,799 

 


